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第１款 714MHz 超 3.4GHz 以下の周波数の利用状況の概況 

（１） 東海総合通信局管内の主な概要 

東海地域管内の都道府県 岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

管轄地域内の免許人数 （注） 20,768 者

管轄地域内の無線局数 （注） 38,493,933 局

（注）714MHz 超 3.4GHz 以下の周波数を利用しているもの

（２） 714MHz 超 3.4GHz 以下の周波数の利用状況の概要

714MHz を超え 3.4GHz 以下の周波数帯域を７の周波数区分に分けて、その周波数区分

ごとに評価する。無線局数の割合については、1.71GHz を超え 2.4GHz 以下の周波数の

電波を使用している無線局が最も高く、全体の 53.4％を占めている。次いで、714MHz

を超え960MHz以下の周波数の電波を使用している無線局が34.8％を、1.4GHz超 1.7GHz

以下の周波数の電波を使用している無線局が 11.7％を占めている。これら３つの周波

数区分で全体の 99.9％を占めている（図表－海－１－１）。 

図表－海－１－１ 東海局管内における周波数区分ごとの無線局数の割合及び局数 

1.215GHz超1.4GHz以下 

0.0％（16,912局） 

1.71GHz超2.4GHz以下 

53.4％（20,563,381局） 

714MHz超960MHz以下 

34.8％（13,389,316局） 

1.4GHz超1.71GHz以下 

11.7％（4,515,243局） 

2.4GHz超2.7GHz以下 

0.0％（8,592局） 

960MHz超1.215GHz以下 

0.0％（393局） 

2.7GHz超3.4GHz以下 

0.0％（96局）

*1 グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100％にはならないことがある。

*2 グラフ中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。 
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東海局管内における携帯無線通信及び PHS の無線局数の割合は、２GHz 帯携帯無線通

信が 36.5％と最も高く、次いで 800MHz 帯、1.7GHz 帯、1.5GHz 帯、900MHz 帯と続いて

いる。PHS については、陸上移動局が免許不要局であるため、無線局数は 0.05％未満

と低い割合になっている（図表－海－１－２）。 

図表－海－１－２ 東海局管内における無線局数の割合及び局数（携帯・PHS） 

1.5GHz帯携帯無線通信 

11.7％（4,513,522局） 

900MHz帯携帯無線通信 

9.5％（3,636,884局） 

2GHz帯携帯無線通信 

36.5％（14,007,410局） 

800MHz帯携帯無線通信 

25.3％（9,712,962局） 

1.7GHz帯携帯無線通信 

17.0％（6,542,464局） 

PHS 
0.0％（13,427局） 

PHS（登録局） 

0.0％（20局）

*1 グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100％にはならないことがある。

*2 グラフ中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。 
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東海局管内における携帯無線通信及び PHSの無線局数の推移を平成 22年度調査時と

比較すると、携帯無線通信の無線局数は多くの周波数帯で増加している。特に 1.5GHz

帯と 900MHz 帯において大幅に増加している。 

1.5GHz 帯については、平成 22 年調査時は第２世代移動通信システムに使用されてお

り、第３世代移動通信システム（3.5 世代及び 3.9 世代移動通信システムを含む。）へ

の移行が進んでいたため、無線局数が減少傾向にあったが、平成 23 年から同帯域が第

３世代移動通信システムに使用され始めたことにより、無線局数が大幅に増加してい

る。

900MHz 帯については、900MHz 帯の周波数再編後、平成 24 年７月より携帯無線通信

に使用され始めたことにより、無線局数が大幅に増加している。 

また、PHS については、免許局から登録局に移行する傾向が見られる（図表－海－１

－３）。 

図表－海－１－３ 東海局管内における無線局数の推移（携帯・PHS）（経年比較） 

（無線局数） 平成22年度 平成25年度

2GHz帯携帯無線

通信 

800MHz帯携帯無

線通信 

1.7GHz帯携帯無

線通信 

1.5GHz帯携帯無

線通信 

900MHz帯携帯無

線通信 
PHS PHS（登録局） 

700MHz帯携帯無

線通信

平成22年度 11,299,311 8,624,893 5,461,169 133,168 65 15,931 15 －

平成25年度 14,007,410 9,712,962 6,542,464 4,513,522 3,636,884 13,427 20 －

0 

2,000,000 

4,000,000 

6,000,000 

8,000,000 

10,000,000 

12,000,000 

14,000,000 

16,000,000

*　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。 
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東海局管内における MCA 陸上移動通信の無線局数の割合について、使用周波数帯別

にみると 800MHz 帯が 95.7％、1.5GHz 帯が 4.3％となっている（図表－海－１－４）。 

図表－海－１－４ 東海局管内における無線局数の割合及び局数（MCA） 

800MHz帯MCA陸上移動通信 

95.7％（35,648局） 

1.5GHz帯MCA陸上移動通信 

4.3％（1,597局）

*1 グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100％にはならないことがある。

*2 グラフ中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。 

東海局管内における MCA陸上移動通信の無線局数を平成 22年度調査時と比較すると、

800MHz 帯及び 1.5GHz 帯ともに減少している。1.5GHz 帯については、平成 26 年３月末

までに停波し、携帯無線通信に新たに割り当てることとなっている。800MHz 帯につい

ては、アナログ方式からデジタル方式に移行を進めているところである（図表－海－

１－５）。 

図表－海－１－５ 東海局管内における無線局数の推移（MCA）(経年比較)

（無線局数） 平成22年度 平成25年度

800MHz帯MCA陸上移動通信 1.5GHz帯MCA陸上移動通信

平成22年度 36,605 2,331

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

平成25年度 35,648 1,597 

40,000

*　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。 
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714MHz を超え 3.4GHz 以下の周波数の電波を使用している主な無線システムが運用

されている時間帯については、システムにより若干の差異はあるものの、ほぼ 24 時間

連続した運用となっている（図表－海－１－６～１２）。 

図表－海－１－６ 東海局管内における通信が行われている時間帯毎の割合 

（714MHz 超 960MHz 以下） 

100.0% 

80.0% 

60.0% 

40.0% 

20.0% 

0.0% 

800MHz帯映像 FPU

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 

100.0% 

80.0% 

60.0% 

40.0% 

20.0% 

0.0% 

  該当システムなし 

炭坑用 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

800MHz帯MCA陸上移動通信

100.0% 

80.0% 

60.0% 

40.0% 

20.0% 

0.0% 
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 
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950MHz帯音声STL/TTL 

100.0% 

80.0% 

60.0% 

40.0% 

20.0% 

0.0% 

  該当システムなし 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 

図表－海－１－７ 東海局管内における通信が行われている時間帯毎の割合 

（960MHz 超 1.215GHz 以下） 

100.0% 

80.0% 

60.0% 

40.0% 

20.0% 

0.0% 

航空用DME/TACAN 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

100.0% 

80.0% 

60.0% 

40.0% 

20.0% 

0.0% 

ATCRBS（航空交通管制用ﾚｰﾀﾞー ﾋﾞｰｺﾝｼｽﾃﾑ） 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 

RPM（SSR用）

100.0% 

80.0% 

60.0% 

40.0% 

20.0% 

0.0% 
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 
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図表－海－１－８ 東海局管内における通信が行われている時間帯毎の割合 

（1.215GHz 超 1.4GHz 以下） 

100.0% 

80.0% 

60.0% 

40.0% 

20.0% 

0.0% 

ARSR（航空路監視ﾚｰﾀﾞー ）

0 1 

  該当システムなし 

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 

図表－海－１－９ 東海局管内における通信が行われている時間帯毎の割合 

（ 1.4GHz 超 1.71GHz 以下） 

100.0% 

80.0% 

60.0% 

40.0% 

20.0% 

0.0% 

インマルサットシステム

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

  該当システムなし 

100.0% 

80.0% 

60.0% 

40.0% 

20.0% 

0.0% 

MTSATシステム

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 

  該当システムなし 
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1.6GHz帯気象衛星 

100.0% 

80.0% 

60.0% 

40.0% 

20.0% 

0.0% 
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 

  該当システムなし 

図表－海－１－１０ 東海局管内における通信が行われている時間帯毎の割合 

（1.71GHz 超 2.4GHz 以下） 

100.0% 

80.0% 

60.0% 

40.0% 

20.0% 

0.0% 

ルーラル加入者無線

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

図表－海－１－１１ 東海局管内における通信が行われている時間帯毎の割合 

（2.4GHz 超 2.7GHz 以下） 

100.0% 

80.0% 

60.0% 

40.0% 

20.0% 

0.0% 

N‐STAR衛星移動通信システム

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 

  該当システムなし 
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図表－海－１－１２ 東海局管内における通信が行われている時間帯毎の割合 

（2.7GHz 超 3.4GHz 以下） 

ASR（空港監視ﾚｰﾀﾞｰ）

100.0% 

80.0% 
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40.0% 

20.0% 

0.0% 
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 
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第２款 714MHz 超 960MHz 以下の周波数の利用状況 

（１） 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

東海局管内における無線局免許等を要する電波利用システム 

電波利用システム名 免許人数 無線局数 

700MHz帯携帯無線通信 0 0 

700MHz帯安全運転支援通信システム 0 0 

800MHz帯映像F PU 7 8 

800MHz特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） 88 1,436 

炭坑用 0 0

800MHz帯携帯無線通信 2 9,712,962 （注1）

800MHz帯M CA陸上移動通信 1,598 35,648 （注2）

900MHz帯電波規正用無線局 1 1 

900MHz帯携帯無線通信 1 3,636,884 （注3）

パーソナル無線 805 1,100 

920MHz移動体識別（構内無線局） 5 12

920MHz移動体識別（構内無線局（登録局）） 6 32

920MHz移動体識別（簡易無線局（登録局）） 0 0 

950MHz帯移動体識別（構内無線局） 32 67 

950MHz帯移動体識別（構内無線局（登録局）） 115 698 

950MHz帯移動体識別（簡易無線局（登録局）） 17 364 

950MHz帯音声S TL/TTL 0 0 

実験試験局（71 4-960MHz） 18 104

その他（714 -960MHz） 0 0 

合計 2,695 13,389,316 

(注 1) このうち、包括免許の無線局数は 9,701,149 局

(注 2) このうち、包括免許の無線局数は 35,616 局 

(注 3) このうち、包括免許の無線局数は 3,633,103 局
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（２）無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、800MHz 帯携帯無

線通信が 72.5％、次いで 900MHz 帯携帯無線通信が 27.2％となっており、携帯無線通

信で 99.7％を占めている（図表－海－２－１）。 

図表－海－２－１ 東海局管内における無線局数の割合及び局数 

800MHz帯携帯無線通信

72.5％（9, 712,962局）

900MHz帯携帯無線通信

27.2％（3,6 36,884局）

800MHz帯MCA陸上移動通信

0.3％（35,648局）

その他

0.0％（3,822局）

*1 グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100％にはならないことがある。
*2 グラフ中及び表中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。
*3 グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。

割合 局数 
700MHz帯携帯無線通信 - -

700MHz帯安全運転支援通信システム - -

800MHz帯映像 FPU 0.0% 8 
800MHz特定ラジオマイクの陸上移動局（ A型） 0.0% 1,436 
炭坑用 - -
900MHz帯電波規正用無線局 0.0% 1 
パーソナル無線 0.0% 1,100 
920MHz移動体識別（構内無線局） 0.0% 12
920MHz移動体識別（構内無線局（登録局）） 0.0% 32 
920MHz移動体識別（簡易無線局（登録局）） - -
950MHz帯移動体識別（構内無線局） 0.0% 67 
950MHz帯移動体識別（構内無線局（登録局）） 0.0% 698 
950MHz帯移動体識別（簡易無線局（登録局）） 0.0% 364 
950MHz帯音声 STL/TTL - -
実験試験局（714 -960MHz） 0.0% 104 
その他（714-960MHz） - -
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東海局管内における無線局数の推移については、平成 22 年度調査時と比較すると、

無線局数の増加数は関東、近畿に次いで高くなっている（図表－海－２－２）。 

図表－海－２－２ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

平成22年度 平成25年度

（無線局数）

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成2 2年度 3,445,436 5,418,706 32,104,120 2,497,920 1,816,102 8,675,016 13,911,186 4,589,272 2,461,865 8,078,892 873,349

0 

10,000,000 

20,000,000 

30,000,000 

40,000,000 

50,000,000 

平成2 5年度 4,654,483 7,345,715 51,309,751 3,268,517 2,562,765 13,389,316 19,817,712 6,545,135 3,357,896 11,483,492 1,151,606 

60,000,000

* 〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。
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東海局管内における電波利用システム別の無線局数の割合をみると、800MHz 帯及び

900MHz 帯携帯無線通信が 99.7％の割合を占めている（図表－海－２－３）。 

図表－海－２－３ システム別の無線局数の割合（各総合通信局の比較） 

800MHz帯携帯無線通信 900MHz帯携帯無線通信 その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

北海道

東北

関東

信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

78.9% 

83.9% 

84.0% 

77.1% 

87.0% 

79.5% 

72.5% 

79.3% 

81.7% 

85.0% 

82.3% 

89.2% 

20.8% 

15.7% 

15.8% 

22.8% 

12.7% 

20.2% 

27.2% 

20.4% 

18.1% 

14.8% 

17.4% 

10.4% 

0.2% 

0.4% 

0.2% 

0.2% 

0.3% 

0.3% 

0.3% 

0.3% 

0.2% 

0.2% 

0.3% 

0.4% 

*1 グラフ中及び表中で無線局数の割合が0 .05％未満の場合は、 0.0％と表示している。
*2 グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。
*3 表は全国の値を表示している。
*4 〔 -〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

無線局数の割合

700MHz帯携帯無線通信 -

800MHz帯映像 FPU 0.0% 
炭坑用 -

900MHz帯電波規正用無線局 0.0% 
920MHz移動体識別（構内無線局） 0.0% 
920MHz移動体識別（簡易無線局（登録局）） -

950MHz帯移動体識別（構内無線局（登録局）） 0.0% 
950MHz帯音声 STL/TTL -

その他（7 14-960MHz） -

無線局数の割合 
700MHz帯安全運転支援通信システム -

800MHz特定ラジオマイクの陸上移動局（ A型） 0.0% 
800MHz帯M CA陸上移動通信 0.3% 
パーソナル無線 0.0% 
920MHz移動体識別（構内無線局（登録局）） 0.0% 
950MHz帯移動体識別（構内無線局） 0.0% 
950MHz帯移動体識別（簡易無線局（登録局）） 0.0% 
実験試験局（ 714-960MHz） 0.0% 
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各電波利用システム別の無線局数の推移を平成 22 年度調査時と比較すると、800MHz

帯及び 900MHz 帯携帯無線通信が大幅に増加しており、800MHz 帯 MCA 陸上移動通信及び

パーソナル無線は減少している。特に、900MHz 帯携帯無線通信の増加が著しい（図表

－海－２－４）。 

図表－海－２－４ 東海局管内におけるシステム別の無線局数の推移 

（無線局数）
平成2 2年度 平成25年度

当周波数帯の合計
800MHz帯携帯無

線通信

800MHz帯 MCA陸

上移動通信

その他（ 714-

960MHz）
パーソナル無線

800MHz特定ラジオ

マイクの陸上移動

局（ A型）

950MHz帯移動体

識別（構内無線局

（登録局））

その他 (*2)

平成 22年度 8,675,016 8,624,893 36,605 10,051 1,703 1,218 347 199

平成 25年度 13,389,316 9,712,962 35,648 － 1,100 1,436 698 3,637,472 

0 

2,000,000 

4,000,000 

6,000,000 

8,000,000 

10,000,000 

12,000,000 

14,000,000 

16,000,000

*1　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2　「その他」には以下のシステムが含まれている。

平  成
22年度

平  成
25年度

実験試験局（ 714-960MHz） 77 104

900MHz帯携帯無線通信 65 3,636,884

950MHz帯移動体識別（構内無線局） 30 67

900MHz帯電波規正用無線局 16 1

800MHz帯映像 FPU 11 8

炭坑用 － －

920MHz移動体識別（構内無線局） － 12

平 成
22年度

平  成
25年度

920MHz移動体識別（構内無線局（登録局）） － 32

920MHz移動体識別（簡易無線局（登録局）） － －

950MHz帯音声 STL/TTL － －

700MHz帯携帯無線通信 － －

700MHz帯安全運転支援通信システム － －

950MHz帯移動体識別（簡易無線局（登録局）） － 364
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（３）無線局に係る無線設備の利用状況等についての評価

本調査については、800MHz 帯及び 900MHz 帯携帯無線通信の 1 局当たりの昀繁時の平

均通信量について評価を行った。

各地域によって多少の差異はあるものの、800MHz 帯及び 900MHz 帯ともに音声通信量

に比べてデータ通信量が圧倒的に多い。また、通信量全体については、800MHz 帯は

900MHz 帯の約２倍となっている（図表－海－２－５・６）。 

図表－海－２－５ 各総合通信局管内における 800MHz 帯携帯無線通信の 

昀繁時の平均通信量（音声・データ通信量） 

（Kbps）

1200

1000 

800 

600 

400 

200 

0 

音声通信量 データ通信量

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

データ通信量 852.8 665.9 826.0 934.0 735.6 689.1 878.8 902.7 759.8 813.8 878.3 863.5

音声通信量 50.0  34.5  40.3  63.1  37.4  31.6  46.0  59.4  43.5  36.1  50.8  86.7

合計 902.9 700.4 866.3 997.2 773.0 720.7 924.7 962.1 803.3 849.9 929.2 950.2 

図表－海－２－６ 各総合通信局管内における 900MHz 帯携帯無線通信の 

昀繁時の平均通信量（音声・データ通信量） 

（Kbps）

800.0

700.0 

600.0 

500.0 

400.0 

300.0 

200.0 

100.0 

0.0 

音声通信量 データ通信量

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

データ通信量 488.6 322.4 441.6 553.3 207.2 428.1 462.1 704.9 539.9 482.7 408.3 472.3

音声通信量 12.0 4.8 8.0 12.6 3.4 9.0 19.9 18.7 11.2 11.0 7.6 5.1

合計 500.5 327.2 449.5 565.9 210.6 437.1 482.0 723.6 551.1 493.7 415.9 477.4 
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（４）無線局を利用する体制の整備状況についての評価

本調査については、800MHz 帯及び 900MHz 帯携帯無線通信並びに 800MHz 帯 MCA 陸上

移動通信を対象として、災害・故障時等の対策実施状況、休日・夜間における災害・

故障時等の復旧体制の整備状況、予備電源保有状況及び予備電源の昀大運用可能時間

について評価を行った。 

災害・故障時等の対策実施状況については、各システムとも地震対策及び故障対策

は「全て実施」の割合が高いが、火災対策及び水害対策は「全て実施」の割合が低い

（図表－海－２－７）。 

図表－海－２－７ 東海局管内における災害・故障時等の対策実施状況 

地震対策 火災対策 水害対策 故障対策

全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 

当周波数帯の合計 71.4% 28.6% 0.0% 14.3% 85.7% 0.0% 14.3% 71.4% 14.3% 85.7% 14.3% 0.0%

炭坑用  - - - - - - - - - - - -

800MHz帯携帯無線通信 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

800MHz帯 MCA陸上移動通信 100.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 50.0% 50.0% 0.0%

950MHz帯音声  STL/TTL  - - - - - - - - - - - -

900MHz帯携帯無線通信 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 

*1 〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。 
*2 0.05％未満については、0.0％と表示している。

休日・夜間における災害・故障時等の普及体制整備状況については、全てのシステ

ムが「全て実施」100％となっており、体制が完全に整っている（図表－海－２－８）。 

図表－海－２－８ 東海局管内における休日・夜間における 

災害・故障時等の復旧体制整備状況 

全て 一部 無し 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

炭坑用

800MHz帯携帯無線通信

800MHz帯MCA陸上移動通信

950MHz帯音声STL/TTL

900MHz帯携帯無線通信

100.0% 

100.0% 

100.0% 

☆ 該当システムなし 

☆ 該当システムなし

*【災害・故障時等の対策実施状況】で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数を

母数としたデータとしている。
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予備電源保有状況については、全てのシステムが「全て」又は「一部」の無線局で

保有している。800MHz 帯携帯無線通信は「一部」の無線局のみであるが、その他のシ

ステムは、「全て」の無線局で保有している割合が高い。 

予備電源の昀大運用可能時間については、900MHz 帯携帯無線通信を除いて、「24 時

間以上」の割合が高い（図表－海－２－９）。

図表－海－２－９ 東海局管内におけるシステム別予備電源保有状況

及び予備電源の昀大運用可能時間 

運用可能時間（予備電源の有無）

運用可能時間（具体的な時間）

全て 一部 無し 

3時間未満 3時間以上 6時間未満 6時間以上 12時間未満 

12時間以上 24時間未満 24時間以上

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

炭坑用

800MHz帯携帯無線通信

800MHz帯MCA陸上移動通信

950MHz帯音声STL/TTL 

900MHz帯携帯無線通信

100.0% 

100.0% 

100.0% 

25.0% 25.0% 

100.0% 

50.0% 

100.0% 

☆ 該当システムなし 

☆ 該当システムなし

*1 【予備電源の昀大運用可能時間】は【予備電源の有無】で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数を

母数とし、その内訳を表示している。

*2 下段で〔0％〕と表示されている場合は、該当システムは存在するが全て予備電源を持っていないことを

示している。 

3-6-19

20

[電波の利用状況調査・公表制度の概要　第3章第６節]　ウェブアクセシビリティ 東海総合通信局



（５） 他の電気通信手段への代替可能性についての評価 

本調査については、800MHz 帯映像 FPU 及び 950MHz 帯移動体識別（構内無線局）を対

象として、他の周波数帯への移行・他の電気通信手段への代替・廃止計画の状況につ

いて評価を行った。全てのシステムにおいて、900MHz 帯の周波数再編等により周波数

の使用期限が決められており、他の周波数帯への移行等が求められているところであ

るが、移行・代替・廃止計画の状況をみると「今後検討」と回答している免許人がま

だ相当数残っており、特に、800MHz 帯映像 FPU については、42.9％が「今後検討」と

回答している（図表－海－２－１０）。 

図表－海－２－１０ 東海局管内におけるシステム別の移行・代替・廃止計画の状況 

57.1%

90.0%

42.9%

10.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

800MHz帯映像FPU

950MHz帯音声STL/TTL

950MHz帯移動体識別（構内無線局）

全て 一部 今後検討

☆ 該当システムなし

他の周波数帯への移行完了予定時期については、終了促進措置の対象となっている

950MHz 帯移動体識別（構内無線局）では、「平成 26 年３月まで」の移行完了を予定し

ている免許人が 62.5％を占めるなど早期移行が計画されているが、800MHz 帯映像 FPU

では、「今後検討」と回答している免許人が 75％を占めている。（図表－海－２－１１）。 

図表－海－２－１１ 東海局管内における他の周波数帯への移行完了予定時期 

比率

完了予定時期

平成26年3月まで 平成27年3月まで 平成28年3月まで 平成29年3月まで 平成30年3月まで 使用期限まで 今後検討

免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合

800MHz帯映像FPU
全無線局について計画有り 4 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 25.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 75.0%

一部無線局について計画有り 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

総免許人数 7 （期限（*2）：　平成31年3月31日まで　）

*1  0.05％未満については、0.0％と表示している。

*2　期限とは移行、代替、または廃止のいずれかの手段で現行の周波数帯の使用を完了する期限。

比率

完了予定時期

平成26年3月まで 平成26年9月まで 平成27年3月まで 平成27年9月まで 使用期限まで 今後検討

免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合

950MHz帯音声STL/TTL
全無線局について計画有り 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

一部無線局について計画有り 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

総免許人数 0 （期限（*2）：　平成27年11月30日まで　）

*1  0.05％未満については、0.0％と表示している。

*2　期限とは移行、代替、または廃止のいずれかの手段で現行の周波数帯の使用を完了する期限。

比率

完了予定時期

平成26年3月まで 平成27年3月まで 平成28年3月まで 平成29年3月まで 使用期限まで 今後検討

免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合

950MHz帯移動体識別（構内無
線局）

全無線局について計画有り 24 100.0% 15 62.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 4.2% 8 33.3%

一部無線局について計画有り 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

総免許人数 32 （期限（*2）：　平成30年3月31日まで　）

*1  0.05％未満については、0.0％と表示している。

*2　期限とは移行、代替、または廃止のいずれかの手段で現行の周波数帯の使用を完了する期限。
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他の電気通信手段への代替完了予定時期については、950MHz 帯移動体識別（構内無

線局）では「使用期限まで」となっている免許人（１者）は代替予定している（図表

－海－２－１２）。 

図表－海－２－１２ 東海局管内における他の電気通信手段への代替完了予定時期 

比率

完了予定時期

平成26年3月まで 平成 27年3月まで 平成28年3月まで 平成29年3月まで 平成30年3月まで 使用期限まで 今後検討

免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合

総免許人数 7

800MHz帯映像 FPU
全無線局について計画有り 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

一部無線局について計画有り 

（期限（*2）：　平成31 年3月31 日まで　） 

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

*1 0.05％未満については、0.0％と表示している。

*2　期限とは移行、代替、または廃止のいずれかの手段で現行の周波数帯の使用を完了する期限。

比率

完了予定時期

平成26年 3月まで 平成 26年9月まで 平成27年 3月まで 平成2 7年9月まで 使用期限まで 今後検討

免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合

950MHz帯音声 STL/TTL
全無線局について計画有り 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

一部無線局について計画有り 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

総免許人数 0 （期限（*2）：　平成27年 11月30日まで　） 

*1 0.05％未満については、0.0％と表示している。

*2　期限とは移行、代替、または廃止のいずれかの手段で現行の周波数帯の使用を完了する期限。

比率

完了予定時期

平成2 6年 3月まで 平成2 7年3月まで 平成 28年3月まで 平成2 9年 3月まで 使用期限まで 今後検討

免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合

950MHz帯移動体識別（構内無
線局）

全無線局について計画有り 1 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 100.0% 0 0.0%

一部無線局について計画有り 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

総免許人数 32 （期限（*2）：　平成30 年3月31 日まで　） 

*1 0.05％未満については、0.0％と表示している。

*2　期限とは移行、代替、または廃止のいずれかの手段で現行の周波数帯の使用を完了する期限。

廃止完了予定時期については、950MHz 帯移動体識別（構内無線局）では、「平成 26

年３月まで」の廃止完了を予定している免許人は１者、今後検討となっている免許人

が１者となっている（図表－海－２－１３）。 

図表－海－２－１３ 東海局管内におけるシステム別の廃止完了予定時期 

比率

完了予定時期

平成2 6年 3月まで 平成2 7年3月まで 平成 28年3月まで 平成29年3月まで 平成30年3月まで 使用期限まで 今後検討

免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合

800MHz帯映像 FPU
全無線局について計画有り 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

一部無線局について計画有り 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

総免許人数 7 （期限（*2）：　平成 31年3月 31日まで　） 
*1 0.05％未満については、0.0％と表示している。

*2　期限とは移行、代替、または廃止のいずれかの手段で現行の周波数帯の使用を完了する期限。

比率

完了予定時期

平成2 6年3月まで 平成2 6年9月まで 平成2 7年3月まで 平成2 7年9月まで 使用期限まで 今後検討

免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合

950MHz帯音声 STL/TTL
全無線局について計画有り 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

一部無線局について計画有り 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

総免許人数 0 （期限（*2）：　平成27年 11月30日まで　） 

*1 0.05％未満については、0.0％と表示している。

*2　期限とは移行、代替、または廃止のいずれかの手段で現行の周波数帯の使用を完了する期限。

比率

完了予定時期

平成2 6年 3月まで 平成2 7年3月まで 平成 28年3月まで 平成2 9年 3月まで 使用期限まで 今後検討

免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合

950MHz帯移動体識別（構内無
線局）

全無線局について計画有り 2 100.0% 1 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 50.0%

一部無線局について計画有り 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

総免許人数 32 （期限（*2）：　平成 30年3月 31日まで　） 

*1 0.05％未満については、0.0％と表示している。

*2　期限とは移行、代替、または廃止のいずれかの手段で現行の周波数帯の使用を完了する期限。
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（６） 総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

本周波数区分は、主に携帯無線通信（800MHz 帯及び 900MHz 帯）に利用されている。

平成 27 年からは 700MHz 帯も携帯無線通信サービスに利用され始めることが想定され

ることから、今後も携帯無線通信の利用割合が高まっていくと考えられる。

なお、全国の携帯電話の契約数は平成 25 年 10 月現在で 13,530 万件であり、１加入

者当たりの平均トラヒックも年々増加してきている。総務省が移動通信事業者６者の

協力を得て移動通信トラヒック（非音声）を集計した結果、平成 25 年９月の月間通算

トラヒックは 546.4Gbps、１加入者当たりの平均トラヒックは 3,751bps となっており、

直近１年間でそれぞれ約 1.7 倍、約 1.6 倍に増加している（図表－海－２－１４・１

５）。 

図表－海－２－１４ 移動通信トラヒック（平成 25 年 9 月） 

図表－海－２－１５ 移動通信トラヒックの推移（平成 22 年 9 月～平成 25 年 9 月） 
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① 800MHz 帯携帯無線通信の周波数再編

携帯電話の普及を背景として、800MHz 帯携帯無線通信用周波数は、第２世代移動

通信システムから第３世代移動通信システムへの転換を柱として周波数再編を行っ

たところである。現在では、3.9 世代移動通信システムも導入されている（図表－海

－２－１６）。 

図表－海－２－１６ 800MHz 帯の周波数再編 

② 700/900MHz 帯の周波数再編

地上アナログテレビジョン放送のデジタル化及び携帯無線通信用周波数の再編に

より生じた空き周波数の有効利用方策については、「ワイヤレスブロードバンド実現

のための周波数検討ワーキンググループ」で検討された（図表－海－２－１７）。 

当該検討を受けて、900MHz 帯についてはソフトバンクモバイル株式会社が平成 24

年３月に開設計画の認定を受け、同年７月より 3.9 世代移動通信システムによる携

帯電話サービスを開始し、700MHz 帯についてはイー・アクセス株式会社、株式会社

NTTドコモ並びにKDDI株式会社及び沖縄セルラー電話株式会社が同年24年６月に開

設計画の認定を受け、平成 27 年から 3.9 世代移動通信システムによる携帯電話サー

ビスを開始する予定である。

なお、700/900MHz 帯の周波数再編については、既存システム（FPU、ラジオマイク、

MCA 陸上移動通信及び電子タグシステム）の移行後の周波数を使用する者が、既存シ

ステムの移行経費を負担する措置（終了促進措置）を講ずることとしており、当該

措置は、平成 23 年の電波法改正により可能となった（図表－海－２－１８）。 
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図表－海－２－１７ 「ワイヤレスブロードバンド実現のための周波数検討ワーキンググループ」 

とりまとめ概要 
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図表－海－２－１８ 700/900MHz 帯の周波数再編の概要 

② 800MHz 帯映像 FPU

800MHz 帯映像 FPU の無線局数は８局となっており、平成 22 年度調査時（11 局）

と比較して、減少している。この周波数の使用期限は平成 31 年３月 31 日までとさ

れているが、3.9 世代移動通信システムの円滑な導入のため、終了促進措置により円

滑に 1.2GHz 帯又は 2.3GHz 帯へ移行されていると判断される。 

③ 800MHz 帯特定ラジオマイク

800MHz 帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A 型）の無線局数は 1,436 局となって

おり、平成 22 年度調査時（1,218 局）から増加している。この周波数の使用期限は、

800MHz 帯 FPU と同様に平成 31 年３月 31 日までとされているが、3.9 世代移動通信

システムの円滑な導入のため、終了促進措置により円滑に 710-714MHz、テレビホワ

イトスペース帯（470-710MHｚ）又は 1.2GHz 帯へ移行されることが期待される。 

④ 800MHz 帯 MCA 陸上移動通信

800MHz 帯 MCA 陸上移動通信の無線局数は、35,648 局となっており、平成 22 年度

調査時（36,605 局）から微減している。この上り周波数（905-915MHz）の使用期限

は、平成 30 年３月 31 日までとされているが、3.9 世代移動通信システムの導入のた

め、終了促進措置により円滑に 930-940MHz へ移行されることが期待される。 

⑤ 950MHz 帯電子タグシステム

950MHz 帯電子タグシステムは、アクティブタグシステムとパッシブタグシステム

の２つの方式があり、パッシブタグシステムは、さらに高出力型（構内無線局）、中

出力型（簡易無線局）、低出力型（特定小電力無線局（免許等を要しない無線局））

に分類される。アクティブタグシステムは特定小電力無線局のみである。

それぞれの無線局数（免許を要しない）を平成 22 年度調査時と比較すると、パッ

シブタグシステムについては、高出力型が 377 局から 765 局と推移しており大きく

増加している。中出力型については、364 局（平成 22 年度調査時は該当なし）とな

っている。電子タグシステムについては、検品作業や物流管理のほか、スマートメ

ータへの利用等新しい分野で活用ニーズが高まってきているが、950MHz 帯電子タグ

システムの周波数の使用期限は、3.9 世代移動通信システムの導入のため、平成 30

年３月 31 日までとされており、引き続き終了促進措置により円滑に 920MHz 帯へ移

行されることが期待される。

なお、920MHz 帯電子タグシステムは、パッシブタグシステムとして高出力型（構
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内無線局及び簡易無線局）及び中出力型（特定小電力無線局）、アクティブタグシス

テムとして簡易無線局及び特定小電力無線局にそれぞれ分類されている。 

⑥ パーソナル無線

パーソナル無線の無線局数は 1,100 局となっており、平成 22 年度調査時（1,703

局）と比較すると約 35％減少している。これは、3.9 世代移動通信システムを導入

するため、この周波数の使用期限が平成 27 年 11 月 30 日までとされているためであ

る。

パーソナル無線の代替システムとなる400MHz帯のデジタル簡易無線局の制度整備

は既に行われており、特定周波数終了対策業務により円滑に廃止又は代替システム

への移行が行われることが期待される。 

⑦ 950MHz 帯音声 STL/TTL

950MHz 帯音声 STL/TTL の無線局数は、０局である。この周波数の使用期限は平成

27 年 11 月 30 日までとされているが、既に当該期限までに M バンド（6570-6870MHz）

又は N バンド（7425-7750MHz）へ円滑に移行されている。

（７）総合評価 

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、800/900MHz 帯携帯無線

通信を中心に多数の無線局により稠密に利用されていること、700/900MHz 帯の周波数

再編を実施し、携帯無線通信の新たな周波数確保に取り組んでいることなどから判断

すると、適切に利用されていると言える。

なお、700/900MHz 帯における携帯無線通信の円滑な導入に向けて終了促進措置の対

象となっている既存無線システム（FPU、ラジオマイク、MCA 陸上移動通信、電子タグ

システム）の早期移行及びパーソナル無線の円滑な終了が求められており、無線局数

の推移を注視していくことが必要である。また、開設計画の認定を受けた事業者が、

今後開設計画どおりに計画を進めていくことについても注視する必要がある。
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第３款 960MHz 超 1.215GHz 以下の周波数の利用状況の概況 

（１） 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

東海局管内における無線局免許等を要する電波利用システム 

電波利用システム名 免許人数 無線局数 

航空用D ME/TACAN 38 126 

ATCRBS（航空交通管制用ﾚｰﾀﾞｰﾋﾞｰｺﾝｼｽﾃﾑ） 71 194

ACAS（航空機衝突防止ｼｽﾃﾑ） 15 67 

RPM（ SSR用） 1 2 

実験試験局（960-1. 215GHz） 1 3

その他（960-1. 215GHz） 1 1

合計 127 393 

（２） 無線局の分布状況等についての評価

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、ATCRBS（航空交

通管制用レーダービーコンシステム）が 49.4％と昀も高い割合になっており、次いで

航空用 DME/TACAN が 32.1％、 ACAS（航空機衝突防止システム）が 17.0％となっており、

この３つのシステムで 98.5％を占めている（図表－海－３－１）。 

図表－海－３－１ 東海局管内における無線局数の割合及び局数 

ATCRBS

（航空交通管制用ﾚｰﾀﾞｰﾋﾞｰｺﾝｼｽﾃﾑ）

49.4％（194局）

航空用 DME/TACAN

32.1％（126局）

ACAS（航空機衝突防止ｼｽﾃﾑ）

17.0％（67局）

実験試験局（960-1.215GHz）

0.8％（3局）

RPM（SSR用）

0.5％（2局）

その他（960-1.215GHz）

0.3％（1局）

*1 グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100％にはならないことがある。
*2 グラフ中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。 

3-6-27

28

[電波の利用状況調査・公表制度の概要　第3章第６節]　ウェブアクセシビリティ 東海総合通信局



東海局管内における無線局数の推移については、平成 22 年度調査時と比較すると、

約 14％減少している（図表－海－３－２）。 

図表－海－３－２ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

平成22年度 平成25年度
（無線局数）

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成22年度 144 217 3,219 28 31 459 351 118 63 439 249

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

平成25年度 159 206 2,772 32 32 393 508 123 57 481 110 

3,500

*　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。
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東海局管内における電波利用システムごとの無線局数の割合をみると、全国におけ

る割合と比較して見てみると、ATCRBS（航空交通管制用レーダービーコンシステム）

及び航空用 DME/TACAN の占める割合は 81.5％となっており、関東、沖縄、東北に次い

で４番目に少ない（図表－海－３－３）。 

図表－海－３－３ システム別の無線局数の割合（各総合通信局の比較） 

ATCRBS（航空交通管制用ﾚｰﾀﾞｰﾋﾞｰｺﾝｼｽﾃﾑ） 航空用D ME/TACAN

ACAS（航空機衝突防止ｼｽﾃﾑ） その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

北海道

東北

関東

信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

43.2% 

48.4% 

41.7% 

40.0% 

62.5% 

56.3% 

49.4% 

47.6% 

51.2% 

52.6% 

47.0% 

37.3% 

34.8% 

42.1% 

35.0% 

33.7% 

28.1% 

37.5% 

32.1% 

35.2% 

43.1% 

43.9% 

36.8% 

39.1% 

19.9% 

5.0% 

12.1% 

25.2% 

9.4% 

17.0% 

14.0% 

4.9% 

1.8% 

13.9% 

19.1% 

2.1% 

4.4% 

11.2% 

1.0% 

6.3% 

1.5% 

3.1% 

0.8% 

1.8% 

2.3% 

4.5% 

*1 グラフ中及び表中で無線局数の割合が0 .05％未満の場合は、 0.0％と表示している。
*2 グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。
*3 表は全国の値を表示している。
*4 〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

無線局数の割合
RPM（ SSR用） 0.5% 
その他（960-1.215GHz） 0.3% 

無線局数の割合 
実験試験局（960-1.215GHz） 0.8% 
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各電波利用システム別の無線局数の推移を平成 22 年度調査時と比較すると、全体

的に減少している（図表－海－３－４）。 

図表－海－３－４ 東海局管内におけるシステム別の無線局数の推移 

平成 22年度 平成 25年度
（無線局数）

当周波数帯の合計

ATCRBS（航空交

通管制用ﾚｰﾀﾞｰﾋﾞｰ

ｺﾝｼｽﾃﾑ）

航空用 

DME/TACAN

ACAS（航空機衝突

防止ｼｽﾃﾑ）
RPM（ SSR用）

実験試験局（ 960-

1.215GHz）

その他（ 960-

1.215GHz）

平成 22年度 459 221 159 79 － － －

平成 25年度 393 194 126 67 2 3 1 

0 

50 

100 

150 

200 

250 

300 

350 

400 

450 

500

*1　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

（３）無線局に係る無線設備の利用状況についての評価 

本調査については、航空用 DME/TACAN、ATCRBS（航空交通管制用レーダービーコンシ

ステム）及び RPM（SSR 用）を対象として、固体化レーダーの導入状況について評価を

行った。 

ATCRBS（航空交通管制用レーダービーコンシステム）、RPM（SSR 用）及び航空用

DME/TACAN の全てにおいて導入予定なしとしている（図表－海－３－５）。 

図表－海－３－５ 東海局管内における固体化レーダーの導入状況 

導入済み・導入中 3年以内に導入予定 3年超に導入予定 導入予定なし

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 

当周波数帯の合計 20.0% 1 0.0% 0 0.0% 0 100.0% 5

航空用 DME/TACAN 33.3% 1 0.0% 0 0.0% 0 100.0% 3

ATCRBS（航空交通管制用ﾚｰﾀﾞｰﾋﾞｰ
ｺﾝｼｽﾃﾑ） 

0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 100.0% 1

RPM（ SSR用） 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 100.0% 1 

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。 

*2 0.05％未満については、0.0％と表示している。

*3　当設問は複数回答を可としている。

（４）無線局を利用する体制の整備状況についての評価 

本調査については、航空用 DME/TACAN、ATCRBS（航空交通管制用レーダービーコンシ

ステム）及び RPM（SSR 用）を対象として、災害・故障時等の対策実施状況、休日・夜

間における災害・故障時等の復旧体制の整備状況並びに予備電源保有状況及び予備電

源の昀大運用可能時間について評価を行った。 
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災害・故障時等の対策実施状況については、各システムとも地震対策、火災対策及

び故障対策は「全て実施」の割合が高いが、水害対策は「実施無し」の割合が高い（図

表－海－３－６）。 

図表－海－３－６ 東海局管内における災害・故障時等の対策実施状況 

地震対策 火災対策 水害対策 故障対策

全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 

当周波数帯の合計 80.0% 0.0% 20.0% 100.0% 0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 80.0% 100.0% 0.0% 0.0%

航空用 DME/TACAN 66.7% 0.0% 33.3% 100.0% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 66.7% 100.0% 0.0%  0.0%

ATCRBS（航空交通管制用ﾚｰﾀﾞｰﾋﾞｰ
ｺﾝｼｽﾃﾑ） 

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

RPM（S SR用） 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 

*1 〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。 

*2 0.05％未満については、0.0％と表示している。

休日・夜間における災害・故障時等の復旧対策整備状況については、全てのシステ

ムについて 100％体制整備が行われている（図表－海－３－７）。 

図表－海－３－７ 東海局管内における休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況 

全て 一部 無し

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

航空用DME/TACAN

ATCRBS（航空交通管制用ﾚｰﾀﾞｰﾋﾞｰｺﾝｼｽﾃﾑ）

RPM（SSR用）

100.0% 

100.0% 

100.0% 

* 【災害・故障時等の対策実施状況】で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数を

母数としたデータとしている。
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予備電源保有状況については、全てのシステムが保有しており、予備電源の昀大運

用可能時間については、ATCRBS（航空交通管制用レーダービーコンシステム）及び RPM

（SSR 用）が「24 時間以上」が 100％、航空用 DME/TACAN でも「24 時間以上」が 66.7％

となっている（図表－海－３－８）。 

図表－海－３－８ 東海局管内におけるシステム別予備電源保有状況 

及び予備電源の昀大運用可能時間 

運用可能時間（予備電源の有無）

運用可能時間（具体的な時間）

全て 一部 無し 

3時間未満 3時間以上6時間未満 6時間以上12時間未満 

12時間以上24時間未満 24時間以上

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

航空用DME/TACAN

ATCRBS（航空交通管制用ﾚｰﾀﾞｰﾋﾞｰｺﾝｼｽﾃﾑ）

RPM（SSR用）

100.0% 

100.0% 

100.0% 

33.3% 66.7% 

100.0% 

100.0% 

*1 【予備電源の最大運用可能時間】は【予備電源の有無】で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数を

母数とし、その内訳を表示している。

*2 下段で〔0％〕と表示されている場合は、該当システムは存在するが全て予備電源を持っていないことを

示している。

（５）総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

本周波数区分の周波数を使用する電波利用システムは、航空機の安全運行に資する

ためのものであり、その需要については、空港や航空機の数が大幅に増減する等の変

化がない限り、大きな状況の変化はないものと考えられる。 

（６）総合評価 

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、本周波数区分が国際的

に航空無線航行業務に分配された周波数帯であることとの整合性等から判断すると、

適切に利用されていると言える。 

航空無線航行に利用される電波利用システムは国際的に使用周波数等が決められて

いることから、他の周波数帯へ移行又は他の電気通信手段へ代替することは困難であ

り、無線局数についても今後大きな状況の変化は見られないと考えられる。 
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第４款 1.215GHz 超 1.4GHz 以下の周波数の利用状況の概況 

（１）本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

東海局管内における無線局免許等を要する電波利用システム 

電波利用システム名 免許人数 無線局数 

災害時救出用近距離レーダー 1 1

テレメータ・テレコントロール及びデータ伝送用（構内
無線局）

0 0

1.2GHz帯アマチュア無線 16,542 16,906 

画像伝送用携帯局 4 4 

1.2GHz帯電波規正用無線局 1 1 

ARSR（航空路監視ﾚｰﾀﾞｰ） 0 0 

1.2GHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） 0 0 

実験試験局（1. 215-1.4GHz） 0 0 

その他（1. 215-1.4GHz） 0 0 

合計 16,548 16,912 

（２）無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、1.2GHz 帯アマチ

ュア無線が 100％に近い割合を占めている（図表－海－４－１）。 

図表－海－４－１ 東海局管内における無線局数の割合及び局数 

1.2GHz帯アマチュア無線

100.0％（16, 906局）

その他

0.0％（6局）

*1 グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100％にはならないことがある。
*2 グラフ中及び表中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。
*3 グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。

割合 局数
災害時救出用近距離レーダー 0.0% 1
テレメータ・テレコントロール及びデータ伝送用（構内無線局） - -
画像伝送用携帯局 0.0% 4
1.2GHz帯電波規正用無線局 0.0% 1
ARSR（航空路監視ﾚｰﾀﾞｰ） - -
1.2GHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（ A型） - -
実験試験局（ 1.215-1.4GHz） - -
その他（1 .215-1.4GHz） - -
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東海局管内における無線局数の推移については、平成 22 年度調査時と比較すると、

減少している（図表－海－４－２）。 

図表－海－４－２ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

平成22年度 平成25年度
（無線局数）

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成22年度 11,368 14,209 33,098 5,496 4,767 20,087 23,536 10,606 5,437 16,070 258

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

平成25年度 9,487 11,767 29,939 4,700 4,079 16,912 19,815 8,490 4,646 13,891 238 

35,000

*　〔 -〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。
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東海局管内における電波利用システムごとの無線局数の割合をみると、1.2GHz 帯ア

マチュア無線が 100％に近い割合を占めている（図表－海－４－３）。 

図表－海－４－３ システム別の無線局数の割合（各総合通信局の比較） 

1.2GHz帯アマチュア無線 その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

北海道

東北

関東

信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

99.8% 

99.9% 

99.9% 

99.5% 

99.7% 

99.9% 

100.0% 

99.8% 

100.0% 

99.9% 

99.8% 

98.3% 

0.2% 

0.1% 

0.1% 

0.5% 

0.3% 

0.1% 

0.0% 

0.2% 

0.0% 

0.1% 

0.2% 

1.7% 

*1 グラフ中及び表中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。
*2 グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。
*3 表は全国の値を表示している。
*4 〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

無線局数の割合 

災害時救出用近距離レーダー 0.0% 

画像伝送用携帯局 0.0% 

ARSR（航空路監視ﾚｰﾀﾞｰ） -

実験試験局（ 1.215-1.4GHz） -

無線局数の割合 

テレメータ・テレコントロール及びデータ伝送用（構内無線局） -

1.2GHz帯電波規正用無線局 0.0% 

1.2GHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（ A型） -

その他（ 1.215-1.4GHz） -
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各電波利用システム別の無線局数の推移を平成 22 年度調査時と比較すると、1.2GHz

帯アマチュア無線が 20,084 局から 16,906 局へと 15.8％減少している。平成 22 年度調

査時においても平成19年度調査時から減少しており、減少傾向が継続している。一方、

画像伝送用携帯局については、局数は少ないものの、０局から４局への増加している

（図表－海－４－４）。 

図表－海－４－４ 東海局管内におけるシステム別の無線局数の推移 

（無線局数）
平成22年度 平成 25年度

当周波数帯の合

計

1.2GHz帯アマ

チュア無線

災害時救出用近

距離レーダー

1.2GHz帯電波規

正用無線局

ARSR（航空路監

視ﾚｰﾀﾞｰ）

テレメータ・テレ

コントロール及び

データ伝送用（構

内無線局）

画像伝送用携帯

局
その他( *2)

平成 22年度 20,087 20,084 1 1 1 － － －

平成 25年度 16,912 16,906 1 1 － － 4 －

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000

*1　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2　「その他」には下記のシステムが含まれている。

平  成
22年度

平  成
25年度

実験試験局（1 .215-1.4GHz） － －

その他（1 .215-1.4GHz） － －

平 成
22年度

平  成
25年度

1.2GHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（ A型） － －

（３）無線局に係る無線設備の利用状況等についての評価 

本調査については、ARSR（航空路監視レーダー）を対象として、固体化レーダーの

導入状況について評価を行った。 

東海局管内に該当の無線局はない（図表－海－４－５）。 


図表－海－４－５ 東海局管内における固体化レーダーの導入状況 

導入済み・導入中 3年以内に導入予定 3年超に導入予定 導入予定なし

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数  

当周波数帯の合計 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0

ARSR（航空路監視ﾚｰﾀﾞｰ） - - - - - - - -

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。 

*2 0.05％未満については、0.0％と表示している。

*3　当設問は複数回答を可としている。
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（４） 総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

本周波数区分は、航空無線航行システム、公共業務システム、アマチュア無線及び

特定小電力無線局等の非常に幅広い分野のシステムが共用している周波数帯である。 

また、700MHz 帯の周波数再編により、放送事業用無線局（FPU）及び特定ラジオマイ

クを 1.2GHz 帯に移行することとされたため、平成 24 年４月に周波数割当計画を変更

し、1.2GHz 帯移動業務に係る無線局の目的に放送事業用及び一般業務用を追加し、

1260-1300MHz 帯の移動業務を二次業務から一次業務への格上げを行ったところである

（図表－海－４－６）。 

さらに、準天頂衛星システムの導入も検討されていることから、より一層の周波数

有効利用が求められる。 

図表－海－４－６ 1.2GHz 帯における周波数割当計画の変更（平成 24 年 4 月 17 日） 

① 準天頂衛星 

準天頂衛星システムは、GPS の補強・補完を目的とした日本独自の衛星システムで

あり、初号機「みちびき」が 2010 年９月に打ち上げられたところである。準天頂衛

星システムは、産業の国際競争力強化、農業・生活・行政の高度化・効率化、アジ

ア太平洋地域への貢献と我が国プレゼンスの向上、日米協力の強化及び災害対応能

力の向上等に資するものであり、「実用準天頂衛星システム事業の推進の基本的考え

方」（平成 23 年９月 30 日閣議決定）において、2010 年代後半を目途にまずは４機体

制を整備し、将来的には持続測位が可能となる７機体制を目指すこととされている。

総務省においても、その技術的条件について情報通信審議会で検討を行っている

ところである。 

準天頂衛星システムでは次のようなサービスが想定されている。 
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（ア）測位補完サービス 

GPS との組合せにより衛星測位の利用可能場所・時間を拡大 

（イ）サブメータ級測位補強サービス 

GPS と補強情報を組み合わせることで測位精度を上げるための信号を提供 

（ウ）センチメータ級測位補強サービス 

電離層伝搬遅延補正や対流圏伝搬遅延補正信号の提供 

（エ）公共専用信号配信サービス 

GPS 信号を意図的に妨害するジャミングや偽の GPS 信号を送信するスプーフィ

ングの回避及び政府若しくは政府が認めたユーザだけが使用できる公共専用信号

の配信 

（オ）簡易メッセージ配信サービス 

災害等の緊急時に、津波情報、避難情報、交通情報等のメッセージを個人携帯

端末等に配信 

図表－海－４－７ 準天頂衛星システムの概要 

② FPU 及び特定ラジオマイク（700MHz 帯からの移行） 

700MHz 帯の周波数再編により、現行周波数帯（770-806MHz）における周波数の使

用期限は平成 31 年３月 31 日までとされており、終了促進措置により 1.2GHz 帯に移

行することとされている。今後導入が予定されている準天頂衛星システムとの共用

条件についても検討が行われている。 
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③ ウィンドプロファイラレーダー 

上空の風の観測を行い気象予報等に活用するウィンドプロファイラレーダーにつ

いては、既に多くの実験試験局が開設され、その有用性が明らかとなったことから、

電波利用料財源技術試験事務「ウィンドプロファイラレーダー（WPR）の多重化技術

に関する調査検討」の結果を踏まえ、平成 25 年 9 月に制度整備を実施した。 

④ 1.2GHz 帯アマチュア無線

1.2GHz 帯アマチュア無線の無線局数は 16,906 局となっており、平成 22 年度調査

時（20,084 局）と比較すると 15.8％減少している。 

アマチュア無線全体の全国の無線局数についてもここ数年の間、減少傾向が続い

ており、ピーク時（136.4 万局（平成７年３月））の約 1/3（43.6 万局）にまで減少

している（図表－海－４－８）。 

図表－海－４－８ アマチュア無線の無線局数の推移 

H18.3 H19.3 H20.3 H21.3 H22.3 H23.3 H24.3 H25.3

無線

局数 
555,351 528,288 508,238 489,256 470,846 453,320 442,777 435,644

対前

年比
▲7.36％ ▲4.87％ ▲3.79％ ▲3.73％ ▲3.76％ ▲3.72％ ▲2.33％ ▲1.61％ 

⑤ ARSR

ARSR（航空路監視レーダー）は、その設置場所から約 370km 以内にある航空路を

飛行する航空機を探知する長距離用の一次レーダーであり、二次監視レーダー（SSR）

と連動して設置されている。その無線局数は０局であり、平成 22 年度調査時（１局）

から減少している。これは、併設される SSR のモード S（通常の SSR と同様の機能を

有し、さらにモード S 対応トランスポンダを搭載する航空機に対しては、航空機固

有に割り振られている 24bit アドレスの情報取得も可能であり、データリンク機能

をも有する SSR の拡張形式）導入に伴い、順次廃止されたためである。 

（５）総合評価 

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、二次業務である 1.2GHz

帯アマチュア無線の利用が圧倒的に多いものの、国際的な周波数割当てとの整合性等

から判断すると、適切に利用されていると言える。 

本周波数区分においては、今後、FPU 及び特定ラジオマイクが普及してくることが想

定され、さらには準天頂衛星システムの導入も検討されていることから、より一層の

周波数有効利用が求められる。 
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第５款 1.4GHz 超 1.71GHz 以下の周波数の利用状況の概況 

（１）本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

東海局管内における無線局免許等を要する電波利用システム 

電波利用システム名 免許人数 無線局数 

1.5GHz帯携帯無線通信 3 4,513,522 （注1）

1.5GHz帯M CA陸上移動通信 34 1,597 （注2）

インマルサットシステム 1 109 （注3）

MTSATシステム 0 0 

イリジウムシステム 0 0 

1.6GHz帯気象衛星 0 0 

気象援助業務（空中線電力が1k W未満の無線局（ラ
ジオゾンデ））

0 0 

実験試験局（1. 4-1.71GHz） 13 15

その他（1 .4-1.71GHz） 0 0 

合計 51 4,515,243 

(注 1) このうち、包括免許の無線局数は 4,511,599 局

(注 2) このうち、包括免許の無線局数は 1,582 局 

(注 3) このうち、包括免許の無線局数は 0 局
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（２）無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、1.5GHz 帯携帯無

線通信がほぼ 100％になっている。1.5GHz 帯 MCA 陸上移動通信、インマルサットシス

テム及び実験試験局はある程度無線局数が存在するが、その割合にすると 0.1％にも満

たない（図表－海－５－１）。 

図表－海－５－１ 東海局管内における無線局数の割合及び局数 

1.5GHz帯携帯無線通信

100.0％（4, 513,522局）

その他

0.0％（1,721局）

*1 グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100％にはならないことがある。
*2 グラフ中及び表中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。
*3 グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。

割合 局数 
1.5GHz帯M CA陸上移動通信 0.0% 1,597
インマルサットシステム 0.0% 109 
MTSATシステム - -
イリジウムシステム - -
1.6GHz帯気象衛星 - -
気象援助業務（空中線電力が 1kW未満の無線局（ラジオゾンデ）） - -
実験試験局（ 1.4-1.71GHz） 0.0% 15 
その他（1.4 -1.71GHz） - -

3-6-41

42

[電波の利用状況調査・公表制度の概要　第3章第６節]　ウェブアクセシビリティ 東海総合通信局



東海局管内における無線局数の推移については、平成 22 年度調査時と比較すると、

大幅に増加している。これは、1.5GHz 帯の携帯無線通信用周波数が 3.5 世代及び 3.9

世代移動通信システムに使用され始めたことによるものである（図表－海－５－２）。

図表－海－５－２ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

平成22年度 平成25年度
（無線局数）

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成22年度 28,590 58,664 306,618 444 19,282 135,630 89,747 37,725 17,565 75,206 1,770

平成25年度 1,083,647 1,739,062 15,535,877 731,070 712,608 4,515,243 5,599,616 1,742,430 793,690 2,998,891 215,039 

0 

2,000,000 

4,000,000 

6,000,000 

8,000,000 

10,000,000 

12,000,000 

14,000,000 

16,000,000 

18,000,000

*　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。
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東海局管内における電波利用システムごとの無線局数の割合をみると、1.5GHz 帯

携帯無線通信がほぼ 100％を占めている（図表－海－５－３）。 

図表－海－５－３ システム別の無線局数の割合（各総合通信局の比較） 

1.5GHz帯携帯無線通信 その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

北海道

東北

関東

信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

99.7% 

100.0% 

100.0% 

99.4% 

100.0% 

100.0% 

100.0% 

99.9% 

100.0% 

100.0% 

100.0% 

100.0% 

0.3% 

0.0% 

0.0% 

0.6% 

0.0% 

0.0% 

0.0% 

0.1% 

0.0% 

0.0% 

0.0% 

0.0% 

*1 グラフ中及び表中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。
*2 グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。
*3 表は全国の値を表示している。
*4 〔 -〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

無線局数の割合

1.5GHz帯M CA陸上移動通信 0.0% 
MTSATシステム -

1.6GHz帯気象衛星 -

実験試験局（ 1.4-1.71GHz） 0.0% 
その他（ 1.4-1.71GHz） -

無線局数の割合 
インマルサットシステム 0.0% 
イリジウムシステム -

気象援助業務（空中線電力が1 kW未満の無線局（ラジオゾンデ）） -
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各電波利用システム別の無線局数の推移を平成 22 年度調査時と比較すると、1.5GHz

帯携帯無線通信が大幅に増加しており、これが全体の増加に繋がっている。 

1.5GHz 帯 MCA 陸上移動通信については、携帯電話用周波数に新たに割り当てるため、

その周波数の使用期限が平成 26 年３月末までとされていたところであり、無線局数は

2,331 局から 1,597 局へと減少している（図表－海－５－４）。 

図表－海－５－４ 東海局管内におけるシステム別の無線局数の推移 

（無線局数）
平成22年度 平成 25年度

当周波数帯の合

計

1.5GHz帯携帯無

線通信

1.5GHz帯 MCA陸

上移動通信

インマルサットシ

ステム

実験試験局（ 1.4-

1.71GHz）

気象援助業務

（空中線電力が

1kW未満の無線

局（ラジオゾン

デ））

MTSATシステム その他( *2)

平成 22年度 135,630 133,168 2,331 119 11 1 － －

平成 25年度 4,515,243 4,513,522 1,597 109 15 － － －

0 

500,000 

1,000,000 

1,500,000 

2,000,000 

2,500,000 

3,000,000 

3,500,000 

4,000,000 

4,500,000 

5,000,000

*1　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2　「その他」には下記のシステムが含まれている。

平  成
22年度

平  成
25年度

イリジウムシステム － －

1.6GHz帯気象衛星 － －

平 成
22年度

平  成
25年度

その他（1.4-1.71GHz） － －
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（３） 無線局に係る無線設備の利用状況等についての評価 

本調査については、1.5GHz 帯携帯無線通信の１局当たりの最繁時の平均通信量につ

いて評価を行った。音声通信量に比べてデータ通信量が圧倒的に多く、全国では４番

目に通信量が多くなっている（図表－海－５－５）。 

図表－海－５－５ 各総合通信局管内における 1.5GHz 帯携帯無線通信の 

最繁時の平均通信量（音声・データ通信量） 

（Kbps）

2,500.0

2,000.0 

1,500.0 

1,000.0 

500.0 

0.0 

音声通信量 データ通信量

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

データ通信量 1515.7 1294.7 1326.0 1914.1 1155.9 1733.5 1686.8 1194.6 1286.0 1321.3 1277.4 1901.9

音声通信量 3.0 1.3 1.4 3.7 1.1 2.0 8.0 1.7 1.6 1.1 1.4 0.0

合計 1518.7 1295.9 1327.4 1917.7 1157.0 1735.5 1694.8 1196.3 1287.5 1322.5 1278.9 1901.9 

（４）総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

① 1.5GHz 帯携帯無線通信

1.5GHz 帯携帯無線通信の無線局数は 4,513,522 局となっており、平成 22 年度調査

時（133,168 局）と比較すると爆発的に増加している。これは、平成 22 年度調査時

は第２世代移動通信システムの終了に向けて無線局数が減少していたが、平成 22 年

４月より 3.5 世代移動通信システム及び 3.9 世代移動通信システムによる使用が開

始されたことによりその無線局が爆発的に増加したためである。 

携帯無線通信システムの１加入者当たりの最繁時の平均通信量を各周波数帯

（800MHz 帯、900MHz 帯、1.5GHz 帯、1.7GHz 帯、２GHz 帯）別で比較すると 1.5GHz

帯は、1.7GHz 帯に次いで通信量の多い周波数帯となっている。 

② 1.5GHz 帯 MCA 陸上移動通信 

1.5GHz 帯 MCA 陸上移動通信の無線局数は 1,597 局となっており、平成 22 年度調査

時（2,331 局）と比較すると 31.5％減少している。1.5GHz 帯 MCA 陸上移動通信用周

波数（1455.35-1475.9MHz 帯/1503.35-1518MHz 帯）については順次停波し、携帯電

話用周波数に新たに割り当てることとしたため、その周波数の使用期限は、東海局

管内については平成 26 年３月 31 日までとされている（図表－海－５－６・７）。 
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図表－海－５－６ 1.5GHz 帯の周波数分配（平成 26 年３月まで） 

図表－海－５－７ 1.5GHz 帯 MCA 陸上移動通信の停波の状況 

使用可能時期 総合通信局の管轄区域 

平成 22 年 3 月まで 東北、信越、北陸、四国、沖縄 

平成 24 年 12 月まで 北海道、中国 

平成 25 年 9 月まで 九州 

平成 26 年 3 月まで 関東、東海、近畿 

③ L バンド衛星通信システム 

衛星通信システムは、東日本大震災や、台風・大雪等の災害を受けて、災害時に

おける有用性が改めて認識されてきており、公共機関、法人及び個人の災害対策用

のニーズが高まっているものの大幅な変化はない。 

（ア）インマルサットシステム 

インマルサットシステムの無線局数は 109 局となっており、平成 22 年度調査時

（119 局）と比較して若干減少しているものの、無線局数に大幅な変化はない。 

（イ）イリジウムシステム 

イリジウムシステムの無線局は東海局管内にはない。 


（５）総合評価 

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、1.5GHz 帯携帯無線通

信を中心に多数の無線局により稠密に利用されているほか、近年ニーズが高まって

きている衛星通信システムの無線局数が増加傾向にあること等から、効率よく適切

に利用されていると言える。 

衛星通信システム及び携帯無線通信については、今後も引き続き高いニーズが維

持されることが想定され、とりわけ衛星通信システムについては、様々な利用形態

の拡大してきていることから、ニーズに対応して制度整備等を行っていくことが必

要である。 
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第６款 1.71GHz 超 2.4GHz 以下の周波数の利用状況の概況 

（１）本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

東海局管内における無線局免許等を要する電波利用システム 

電波利用システム名 免許人数 無線局数 

1.7GHz帯携帯無線通信 3 6,542,464 （注1） 

PHS 1 13,427

PHS（登録局） 1 20

2GHz帯携帯無線通信 3 14,007,410 （注2）

ルーラル加入者無線 1 2 （注3）

衛星管制 0 0 

実験試験局（1. 71-2.4GHz） 17 58 

その他（ 1.71-2.4GHz） 0 0 

合計 26 20,563,381 

(注 1) このうち、包括免許の無線局数は 6,538,794 局

(注 2) このうち、包括免許の無線局数は 13,984,618 局

(注 3) このうち、包括免許の無線局数は 0 局
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（２）無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、２GHz 帯携帯無線

通信が 68.1％、次いで 1.7GHz 帯携帯無線通信が 31.8％となっており、携帯無線通信

で 99.9％を占めている（図表－海－６－１）。 

図表－海－６－１ 東海局管内における無線局数の割合及び局数 

2GHz帯携帯無線通信

68.1％（ 14,007,410局）

1.7GHz帯携帯無線通信

31.8％（ 6,542,464局）

その他

0.1％（13,507局）

*1 グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100％にはならないことがある。
*2 グラフ中及び表中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。
*3 グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。

割合 局数 
PHS 0.1% 13,427
PHS（登録局） 0.0% 20
ルーラル加入者無線 0.0% 2
衛星管制 - -
実験試験局（ 1.71-2.4GHz） 0.0% 58
その他（1 .71-2.4GHz） - -
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東海局管内における無線局数の推移については、平成 22 年度調査時と比較すると、

無線局数は関東、近畿に次いで多くなっている。 

この傾向は、800MHz 帯及び 900MHz 帯携帯無線通信が 99.7％を占める「714MHz 超

960MHz 以下」、1.5GHz 帯携帯無線通信が 100％近くを占める「1.4GHz 超 1.71GHz 以下」

の周波数区分と同様である（図表－海－６－２）。 

図表－海－６－２ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

平成22年度 平成25年度
（無線局数）

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成22年度 5,999,230 9,730,120 60,551,204 4,405,486 3,305,550 16,776,606 24,618,671 8,253,422 4,469,333 14,920,609 1,265,479

0 

10,000,000 

20,000,000 

30,000,000 

40,000,000 

50,000,000 

60,000,000 

70,000,000 

80,000,000 

平成25年度 7,257,172 11,588,780 82,004,782 5,713,369 4,009,139 20,563,381 30,527,833 10,258,752 5,442,860 18,503,268 1,652,200 

90,000,000

*　〔 -〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。
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東海管内における電波利用システムごとの無線局数の割合をみると、２GHz 帯携帯無

線通信が約 68.1％、1.7GHz 帯携帯無線通信が 31.8％となっている（図表－海－６－３）。

図表－海－６－３ システム別の無線局数の割合（各総合通信局の比較） 

2GHz帯携帯無線通信 1.7GHz帯携帯無線通信 その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

北海道

東北

関東

信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

65.3% 

65.9% 

64.8% 

64.5% 

58.5% 

66.1% 

68.1% 

67.3% 

65.9% 

63.3% 

64.1% 

70.7% 

34.5% 

34.0% 

35.1% 

35.1% 

41.5% 

33.8% 

31.8% 

32.6% 

34.0% 

36.6% 

35.8% 

29.2% 

0.2% 

0.1% 

0.1% 

0.4% 

0.1% 

0.1% 

0.1% 

0.1% 

0.1% 

0.1% 

0.1% 

0.1% 

*1 グラフ中及び表中で無線局数の割合が0 .05％未満の場合は、 0.0％と表示している。
*2 グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。
*3 表は全国の値を表示している。
*4 〔 -〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。 

無線局数の割合

PHS 0.1% 
ルーラル加入者無線 0.0% 
実験試験局（ 1.71-2.4GHz） 0.0%

無線局数の割合 
PHS（登録局） 0.0% 
衛星管制 -

その他（ 1.71-2.4GHz） -

3-6-50

51

[電波の利用状況調査・公表制度の概要　第3章第６節]　ウェブアクセシビリティ 東海総合通信局



各電波利用システム別の無線局数の推移を平成 22 年度調査時と比較すると、２GHz

帯及び 1.7GHz 帯携帯無線通信が大幅に増加している（図表－海－６－４）。

図表－海－６－４ 東海局管内におけるシステム別の無線局数の推移 

（無線局数） 平成22年度 平成25年度

当周波数帯の合

計 
2GHz帯携帯無線

通信 
1.7GHz帯携帯無

線通信 
PHS

その他（ 1.71‐
2.4GHz）

実験試験局

（1.71‐2.4GHz） 
PHS（登録局） その他 (*2)

平成22年度 16,776,606 11,299,311 5,461,169 15,931 135 43 15 2

平成25年度 20,563,381 14,007,410 6,542,464 13,427 － 58 20 2 

0 

5,000,000 

10,000,000 

15,000,000 

20,000,000 

25,000,000

*1　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2　「その他」には下記のシステムが含まれている。

平  成
22年度

平  成
25年度

ルーラル加入者無線 2 2

平 成
22年度

平  成
25年度

衛星管制 － －

（３）無線局に係る無線設備の利用状況等についての評価 

本調査については、1.7GHz 帯携帯無線通信、PHS 及び２GHz 帯携帯無線通信の１局当

たりの昀繁時の平均通信量について評価を行った。 

1.7GHz 帯携帯無線通信については、音声通信量に比べてデータ通信量が圧倒的に多

いが、東海局管内は全国平均よりも低くなっている（図表－海－６－５）。 

図表－海－６－５ 各総合通信局管内における 1.7GHz 帯携帯無線通信の 

昀繁時の平均通信量（音声・データ通信量） 

（Kbps）

9,000.0

8,000.0 

7,000.0 

6,000.0 

5,000.0 

4,000.0 

3,000.0 

2,000.0 

1,000.0 

0.0 

音声通信量 データ通信量

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

データ通信量 5370.8 4183.2 4452.4 5505.2 3972.3 4128.1 3938.6 7746.3 4092.8 3839.6 4832.0 4353.9

音声通信量 15.0 4.9 4.7 17.0 4.5 3.9 10.4 24.5 4.3 3.7 5.5 4.5

合計 5385.8 4188.0 4457.2 5522.3 3976.8 4132.0 3949.1 7770.9 4097.1 3843.3 4837.4 4358.4 
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PHS については、東海管内で 13.6kbps となっており、携帯無線通信と比べると非常

に通信量が少ない。また、データ通信量よりも音声通信量の方が多く、音声通信量が

通信量の約 80％を占め、携帯無線通信とは反対の傾向となっている（図表－海－６－

６）。 

図表－海－６－６ 各総合通信局管内における PHS の 

昀繁時の平均通信量（音声・データ通信量） 

 

（Kbps）

45.0

40.0 

35.0 

30.0 

25.0 

20.0 

15.0 

10.0 

5.0 

0.0 

音声通信量 データ通信量

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

データ通信量 3.8 3.7 3.1 5.2 2.2 2.5 2.9 3.5 2.7 3.0 3.0 7.5

音声通信量 14.8 13.1 11.5 17.3 8.8 8.0 10.7 17.9 11.6 13.2 14.2 34.0

合計 18.6 16.8 14.6 22.5 11.0 10.4 13.6 21.4 14.3 16.2 17.2 41.5 

２GHz 帯携帯無線通信については、1.7GHz 携帯無線通信の傾向と同様、データ通信

量が圧倒的に多い。東海局管内での通信量は、全国平均とほぼ同じ値となっている（図

表－海－６－７）。 

図表－海－６－７ 各総合通信局管内における 2GHz 帯携帯無線通信の 

昀繁時の平均通信量（音声・データ通信量） 

 
 

（Kbps）

1,600.0

1,400.0 

1,200.0 

1,000.0 

800.0 

600.0 

400.0 

200.0 

0.0 

音声通信量 データ通信量

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

データ通信量 1045.6 1044.9 888.0 1044.2 796.4 884.8 1019.2 1056.1 982.4 1084.0 1241.1 1504.2

音声通信量 18.8 18.2 16.0 16.5 15.8 17.4 28.3 16.2 19.9 21.8 23.9 16.0

合計 1064.4 1063.1 904.0 1060.8 812.2 902.2 1047.5 1072.3 1002.3 1105.7 1265.0 1520.2 
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（４） 無線局を利用する体制の整備状況についての評価 

本調査については、1.7GHz 帯及び２GHz 帯携帯無線通信、PHS 並びにルーラル加入者

無線を対象として、災害・故障時等の対策実施状況、休日・夜間における災害・故障

時等の復旧体制の整備状況、予備電源保有状況及び予備電源の昀大運用可能時間につ

いて評価を行った。 

災害・故障時等の対策実施状況については、各システムとも故障対策は「全て実施」

の割合が高いが、地震対策、火災対策及び水害対策は各システムによってばらつきが

ある。1.7GHz 帯携帯無線通信の 75％の無線局は火災対策が講じられていない状況であ

り、今後必要な措置が講じられることが望ましい。なお、２GHz 帯携帯無線通信におい

て地震対策、火災対策及び水害対策が「実施無し」の割合がそれぞれ 22.2％となって

いるが、これは個人宅等に設置されるフェムトセル基地局が含まれているためと考え

られる（図表－海－６－８）。 

図表－海－６－８ 東海局管内における災害・故障時等の対策実施状況 

地震対策 火災対策 水害対策 故障対策

全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 
当周波数帯の合計 60.0% 26.7% 13.3% 13.3% 53.3% 33.3% 6.7% 80.0% 13.3% 93.3% 6.7% 0.0%

1.7GHz帯携帯無線通信 75.0% 25.0% 0.0% 0.0% 25.0% 75.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 

PHS 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

2GHz帯携帯無線通信 44.4% 33.3% 22.2% 0.0% 77.8% 22.2% 0.0% 77.8% 22.2% 88.9% 11.1%  0.0%

ルーラル加入者無線 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 

*1 〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。 
*2 0.05％未満については、0.0％と表示している。

休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況については、２GHz 帯携帯無

線通信を除く３つのシステムが「全て実施」100％となっており、２GHz 帯携帯無線通

信は、「一部実施」及び「無し」がそれぞれ 11.1％となっているが、これは個人宅等に

設置されるフェムトセル基地局が含まれているためと考えられる（図表－海－６－９）。

図表－海－６－９ 東海局管内における休日・夜間における 

災害・故障時等の復旧体制整備状況 

全て 一部 無し

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.7GHz帯携帯無線通信 

PHS

2GHz帯携帯無線通信

ルーラル加入者無線

100.0% 

100.0% 

77.8% 

100.0% 

11.1% 11.1% 

* 【災害・故障時等の対策実施状況】で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数を

母数としたデータとしている。
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予備電源保有状況については、PHS 及びルーラル加入者無線は全てのシステムが保有

しているが、1.7GHz 帯及び２GHz 帯携帯無線通信では予備電源を保有しないシステム

が約 30％存在しており、今後、必要な措置が講じられることが望ましい。 

予備電源の昀大運用可能時間については、ルーラル加入者無線は「12 時間以上 24

時間未満」が 100％であり、1.7GHz 帯及び２GHz 帯携帯無線通信も「24 時間以上」が

約 30％を占めている。PHS は「６時間以上 12 時間未満」が 100％となっている（図表

－海－６－１０）。 

図表－海－６－１０ 東海局管内におけるシステム別予備電源保有状況 

及び予備電源の昀大運用可能時間 

運用可能時間（予備電源の有無）

運用可能時間（具体的な時間）

全て 一部 無し 

3時間未満 3時間以上 6時間未満 6時間以上 12時間未満 

12時間以上 24時間未満 24時間以上 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.7GHz帯携帯無線通信

PHS

2GHz帯携帯無線通信

ルーラル加入者無線

50.0% 

11.1% 

100.0% 

25.0% 

100.0% 

55.6% 

25.0% 

33.3% 

16.7% 50.0% 

66.7% 

100.0% 

100.0% 

33.3% 

33.3% 

*1 【予備電源の昀大運用可能時間】は【予備電源の有無】で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数を

母数とし、その内訳を表示している。

*2 下段で〔0％〕と表示されている場合は、該当システムは存在するが全て予備電源を持っていないことを

示している。 
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（５） 他の電気通信手段への代替可能性についての評価 

本調査については、ルーラル加入者無線を対象として、他の周波数帯への移行・他

の電気通信手段への代替可能性・代替時期について評価を行った。 

他の周波数帯への移行可能性については、「検討」が 100％、他の電気通信手段への

代替可能性については、「困難」が 100％を占めており、代替することが困難であるこ

とを示している（図表－海－６－１１～１３）。 

代替が困難である理由としては、「代替可能なサービスが提供されていないため」が

100％、「地理的に制約があるため」が 100％となっている（図表－海－６－１４）。 

図表－海－６－１１ 東海局管内における他の周波数帯への移行可能性 

全て 一部 検討 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ルーラル加入者無線 100.0% 

図表－海－６－１２ 東海局管内における他の電気通信手段への代替可能性 

全て 一部 困難 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ルーラル加入者無線 100.0% 

図表－海－６－１３ 東海局管内における他の電気通信手段への代替時期 

1年以内 1年超 3年以内 3年超 5年以内 今後検討

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ルーラル加入者無線 ☆該当システムなし

図表－海－６－１４ 東海局管内における他の電気通信手段への代替が困難な理由 

非常災害時等に
おける信頼性が

確保できないため
経済的な理由のため

地理的に制約が
あるため

必要な回線品質が
得られないため

代替可能なサービス
（有線系を含む）が

提供されていないため
その他

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数  

当周波数帯の合計 100.0% 1 0.0% 0 100.0% 1 0.0% 0 100.0% 1 0.0% 0

ルーラル加入者無線 100.0% 1 0.0% 0 100.0% 1 0.0% 0 100.0% 1 0.0% 0 

*1 【他の電気通信サービス（有線系を含む）への代替可能性】で〔一部〕又は〔困難〕を選択したシステム数を母数としたデータとしている。 
*2 〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。 
*3 0.05％未満については、0.0％と表示している。

*4　当設問は複数回答を可としている。
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（６）総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

①  1.7GHz 帯携帯無線通信 

1.7GHz 帯携帯無線通信については、同周波数帯を使用する他システムとの干渉検

討を行った結果、更に 10MHz 幅（1744.9-1749.9MHz/1839.9-1844.9MHz）を確保でき

ることとなったことから、増大する携帯電話用周波数の需要に対応するため、平成

24 年 12 月に制度整備を行い、携帯無線通信の周波数拡大を行ったところである（図

表－海－６－１５）。 

ま た 、 東 名 阪 地 域 で の 使 用 に 限 定 さ れ て い る 周 波 数 帯

（1764.9-1784.9MHz/1859.9-1879.9MHz）については、東名阪地域以外での使用が可

能となることが期待される。 

図表－海－６－１５ 1.7GHz 帯携帯無線通信の周波数拡大 

② ２GHz 帯を用いた移動衛星通信システム 

２GHz 帯（1980-2010MHz/2170-2200MHz）を用いた移動衛星通信システムの在り方

について、情報通信審議会において提案募集等を行っている。提案があったシステ

ムのうち、準天頂衛星システムは、閣議決定に基づき、我が国の災害対応能力の向

上等を目指し、国自らが運用する公共性の高いシステムであること等から、まずは、

準天頂衛星システム（大規模災害時等におけるメッセージ通信）に係る技術的条件

を策定し、衛星・地上共用通信システム等その他の提案システムについては、準天

頂システムの技術的条件等を踏まえた上で検討を行うこととされており、今後の利

用が期待される。 

③ ２GHz 帯 TDD システム 

２GHz 帯 TDD システム（2010-2025MHz 帯）については、同周波数帯を使用する予

定であったアイピーモバイル株式会社が平成 19 年 10 月に特定基地局の開設計画の

認定返上を申し出て、同年 12 月に認定の取消しが行われた。 

その後も、同周波数帯における特定基地局の開設計画の申請募集を行ったが申請

がなかったことから、現在に至っても保留バンドとされている。今後のニーズを踏

まえつつ、同周波数帯の有効利用が図られることが期待される。 

④  PHS
 
PHS については、２GHz 帯携帯無線通信の需要増を踏まえ、平成 24 年５月 31 日ま

でを使用期限とされた1915.7-1919.6MHz帯の周波数については、同日までに停波し、

２GHz 帯携帯無線通信用の周波数の拡大（５MHz×２）が図られた（図表－海－６－

１６）。 
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図表－海－６－１６ PHS 用周波数の移行 

（７）総合評価 

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、1.7GHz 及び２GHz 帯携

帯無線通信を中心に多数の無線局により稠密に利用されており、効率よく適切に利用

されていると言える。 

1.7GHz 帯携帯無線通信については、東名阪地域に限定されている周波数帯域

（1764.9-1784.9MHz/1859.9-1879.9MHz）について、周波数等の拡大に向けて制度整備

の検討を行うことが望ましい。 

ルーラル加入者無線については、有線の敷設が困難な地域において使用されている

システムであり、他の電気通信手段への代替は極めて困難であるため、引き続き一定

の需要はあるものの、今後大きく需要が増加する可能性は低いと考えられることから、

周波数有効利用を図る観点から、ルーラル加入者系無線の使用周波数帯の縮減を図る

とともに、当該周波数帯における他の無線システムの利用可能性について検討を行う

ことが望ましい。 

２GHz 帯（1980-2010MHz/2170-2200MHz）を用いた移動衛星通信システムについては、

引き続き情報通信審議会において技術的な実現可能性を含めた詳細な検討を重ね、周

波数の有効利用に資するシステムの導入を図ることが期待される。 
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第７款 2.4GHz 超 2.7GHz 以下の周波数の利用状況の概況 

（１）本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

東海局管内における無線局免許等を要する電波利用システム 

電波利用システム名 免許人数 無線局数 

2.4GHz帯アマチュア無線 1,229 1,270

2.4GHz帯移動体識別（構内無線局） 20 56

2.4GHz帯移動体識別（構内無線局（登録局）） 10 13 

道路交通情報通信システム（ VICSビーコン） 2 346 

N-STAR衛星移動通信システム 0 0 

広帯域移動無線アクセスシステム 11 6,907 （注1）

実験試験局（2. 4-2.7GHz） 0 0 

その他（ 2.4-2.7GHz） 0 0 

合計 1,272 8,592 

(注 1) このうち、包括免許の無線局数は 811 局

（２）無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、広帯域移動無線

アクセスシステムが 80.4％と最も高い割合となっており、次いで 2.4GHz 帯アマチュア

無線が 14.8％となっている（図表－海－７－１）。 

図表－海－７－１ 東海局管内における無線局数の割合及び局数 

2.4GHz帯アマチュア無線

14.8％（1,270局）

道路交通情報通信システム

（VICSビーコン）

4.0％（346局）

広帯域移動無線アクセスシステム

80.4％（ 6,907局）

2.4GHz帯移動体識別（構内無線局）

0.7％（56局）

2.4GHz帯移動体識別（構内無線局

（登録局））

0.2％（13局）

*1 グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100％にはならないことがある。
*2 グラフ中及び表中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。

割合 局数
N-STAR衛星移動通信システム - -
実験試験局（ 2.4-2.7GHz） - -
その他（2 .4-2.7GHz） - -
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東海局管内における無線局数の推移については、平成22年度調査時と比較すると、

増加しているが、これは、平成 22 年２月よりサービスが開始された広帯域移動無線

アクセスシステムの無線局数の増加によるものである（図表－海－７－２）。 

図表－海－７－２ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

平成22年度 平成25年度
（無線局数）

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成22年度 948 1,186 126,911 867 700 3,714 3,866 1,367 2,047 2,992 96

0 

1,000,000 

2,000,000 

3,000,000 

4,000,000 

5,000,000 

平成25年度 2,805 4,187 5,004,884 1,962 1,805 8,592 16,020 3,188 5,487 9,366 479 

6,000,000

*　〔 -〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。
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各総合通信局管内における電波利用システムごとの無線局数の割合をみると、各総

合通信局管内とも広帯域移動無線アクセスシステムが占める割合が 80.4％と最も高く

なっている（図表－海－７－３）。 

図表－海－７－３ システム別の無線局数の割合（各総合通信局の比較） 

広帯域移動無線アクセスシステム その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

北海道

東北

関東

信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

98.8% 

73.4% 

78.1% 

99.0% 

65.4% 

80.9% 

80.4% 

88.0% 

75.3% 

90.4% 

78.6% 

87.5% 

1.2% 

26.6% 

21.9% 

1.0% 

34.6% 

19.1% 

19.6% 

12.0% 

24.7% 

9.6% 

21.4% 

12.5% 

*1 グラフ中及び表中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。
*2 グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。
*3 表は全国の値を表示している。
*4 〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

無線局数の割合

2.4GHz帯アマチュア無線 15.1% 

2.4GHz帯移動体識別（構内無線局（登録局）） 0.2% 

N-STAR衛星移動通信システム -

その他（ 2.4-2.7GHz） -

無線局数の割合 

2.4GHz帯移動体識別（構内無線局） 0.7% 

道路交通情報通信システム（ VICSビーコン） 4.0% 

実験試験局（ 2.4-2.7GHz） -
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各電波利用システム別の無線局数の推移を平成 22 年度調査時と比較すると、広帯

域移動無線アクセスシステムが爆発的に増加している。一方、2.4GHz 帯アマチュア

無線が 1,445 局から 1,270 局へ減少している（図表－海－７－４）。 

図表－海－７－４ 東海局管内におけるシステム別の無線局数の推移 

（無線局数） 
平成22年度 平成 25年度

当周波数帯の合

計

広帯域移動無線

アクセスシステム

2.4GHz帯アマ

チュア無線

道路交通情報通

信システム

（V ICSビーコン）

2.4GHz帯移動体

識別（構内無線

局）

実験試験局（ 2.4-

2.7GHz）

2.4GHz帯移動体

識別（構内無線

局（登録局））

その他( *2)

平成 22年度 3,714 1,776 1,445 348 116 19 10 －

平成 25年度 8,592 6,907 1,270 346 56 － 13 －

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

9,000 

10,000

*1　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2　「その他」には下記のシステムが含まれている。

平  成
22年度

平  成
25年度

N-STAR衛星移動通信システム － －

平 成
22年度

平  成
25年度

その他（2.4-2.7GHz） － －

（３）無線局に係る無線設備の利用状況等についての評価 

本調査については、広帯域移動無線アクセスシステムの 1 局当たりの最繁時の平均

通信量について評価を行った。 

東海局管内における通信量は全国の中で最も少ない（図表－海－７－５）。 


図表－海－７－５ 各総合通信局管内における広帯域移動無線アクセスシステムの 

最繁時の平均通信量（音声・データ通信量） 

（Kbps）

2,500.0

2,000.0 

1,500.0 

1,000.0 

500.0 

0.0 

音声通信量 データ通信量

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

データ通信量 1778.0 1481.3 1372.6 2347.1 1133.4 1363.8 1022.2 1912.2 2246.3 1328.0 1551.4 2043.2

音声通信量 25.6 0.0 64.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

合計 1803.6 1481.3 1436.6 2347.1 1133.4 1363.8 1022.2 1912.2 2246.3 1328.0 1551.4 2043.2 
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（４） 総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

①	 2.4GHz 帯アマチュア無線
2.4GHz 帯アマチュア無線の無線局数は 1,270 局となっており、平成 22 年度調査時

（1,445 局）と比較すると 12.1％減少している。 

アマチュア無線全体の無線局数についても減少傾向が続いており、1.2GHz 帯アマ

チュア無線の無線局の推移（15.8％減）と同様の傾向がみられる。 

②	 道路交通情報通信システム 
道路交通情報通信システム（VICS ビーコン）は、主に高速道路や幹線道路上に設

置されており、無線により渋滞や交通情報等を提供するシステムである。 

無線局数は、346 局となっており、平成 22 年度調査時（348 局）と比較してほぼ

横ばいの推移となっている。ドライバーへの情報提供ツールとしては、5.8GHz 帯の

周波数を使用する狭域通信システム（DSRC）を活用してカーナビゲーション、ETC

と一体になった ITS スポットサービスも開始されてきており、今後の推移を注視し

ていく必要がある。 

③	 広帯域移動無線アクセスシステム 
広帯域移動無線アクセスシステム（BWA）は、20～40Mbps 程度以上の伝送速度を有

するブロードバンド無線システムであり、平成 19 年に制度整備されて以降、全国 BWA

用に 2545-2575MHz 帯（30MHz 幅）及び 2595-2625MHz 帯（30MHz 幅）が、地域 BWA 用

に 2575-2595MHz 帯のうちガードバンドを除く 10MHz 幅が割り当てられてきた。また、

無線によるインターネットアクセスの高速化に対するニーズに対応するため、平成

23 年４月に 100Mbps 程度の高速サービスの提供を可能とする高度化を行ったところ

である。 

2625-2655MHz 帯は、平成 16 年 10 月より、モバイル放送株式会社が衛星デジタル

音声放送サービスを開始していたが、十分な加入者数の獲得に至らず、事業継続が

困難となり、平成 21 年３月に放送を終了したため、同周波数帯を BWA 用へ割り当て

ることとし、平成 25 年７月に UQ コミュニケーションズ株式会社が開設計画の認定

を受けたところである（図表－海－７－６）。 

図表－海－７－６ 広帯域移動無線アクセスシステムの使用周波数帯 

（５）総合評価 

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、広帯域移動無線アクセ

スシステムを中心として多数の無線局により稠密に利用されていること等から、おお

むね適切に利用されている。 

道路交通情報通信システムについては、今後の 5.8GHz 帯の ITS スポットの普及動向

に伴い、需要の変化が想定される。ドライバーに対する道路交通情報の提供ツールの

今後の在り方については、ITS 全体の中で検討されることが望ましい。 

広帯域移動無線アクセスシステムについては、2.6GHz 帯衛星デジタル音声放送の跡
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地を UQ コミュニケーションズ株式会社に割り当てており、同社のサービスが広く展開

され、一層の周波数有効利用が図られることが期待される。 
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第８款 2.7GHz 超 3.4GHz 以下の周波数の利用状況の概況 

（１） 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

東海局管内における無線局免許等を要する電波利用システム 

電波利用システム名 免許人数 無線局数 

ASR（空港監視ﾚｰﾀﾞｰ） 1 3

位置及び距離測定用レーダー（船位計） 0 0

3GHz帯船舶レーダー 45 89 

実験試験局（2. 7-3.4GHz） 3 4 

その他（2. 7-3.4GHz） 0 0

合計 49 96 

（２） 無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、３GHz 帯船舶レー

ダーが92.7％と昀も高い割合となっており、次いで実験試験局（2.7-3.4GHz）が4.2％、

ASR（空港監視レーダー）が 3.1％と続く（図表－海－８－１）。 

図表－海－８－１ 東海局管内における無線局数の割合及び局数 

3GHz帯船舶レーダー

92.7％（89局）

実験試験局（2.7-3.4GHz）

4.2％（4局）

ASR（空港監視ﾚｰﾀﾞｰ）

3.1％（3局）

*1 グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100％にはならないことがある。
*2 グラフ中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。

割合 局数
位置及び距離測定用レーダー（船位計） - -
その他（2. 7-3.4GHz） - -
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東海局管内における無線局数の推移については、平成22年度調査時と比較すると、

わずかに減少しているものの、ほぼ変化はない（図表－海－８－２）。 

図表－海－８－２ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

（無線局数）
平成22年度 平成25年度

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成22年度 20 42 254 9 5 101 99 62 147 123 19

0 

50 

100 
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平成25年度 21 31 323 8 4 96 110 81 155 137 22 

350

*　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。
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東海管内における電波利用システムごとの無線局数の割合をみると、３GHz 帯船舶

レーダーが 92.7％と昀も高い割合を占めている（図表－海－８－３）。

図表－海－８－３ システムの無線局数の割合（各総合通信局の比較） 

3GHz帯船舶レーダー 実験試験局（ 2.7-3.4GHz） ASR（空港監視ﾚｰﾀﾞｰ） その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

北海道

東北

関東

信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

87.9% 

95.2% 

93.5% 

81.7% 

62.5% 

100.0% 

92.7% 

72.7% 

97.5% 

98.7% 

92.7% 

81.8% 

8.8% 

3.2% 

16.7% 

25.0% 

4.2% 

22.7% 

1.2% 

3.3% 

4.8% 

3.2% 

1.5% 

12.5% 

3.1% 

4.5% 

1.2% 

1.3% 

7.3% 

18.2% 

*1 グラフ中及び表中で無線局数の割合が0 .05％未満の場合は、 0.0％と表示している。
*2 グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。
*3 表は全国の値を表示している。
*4 〔 -〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

無線局数の割合

位置及び距離測定用レーダー（船位計） -
無線局数の割合 

その他（ 2.7-3.4GHz） -
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各電波利用システム別の無線局数の推移を平成22年度調査時と比較すると、３GHz

帯船舶レーダーがわずかに減少している。位置及び距離測定用レーダー（船位計）

については、平成 22 年度調査時から引き続き無線局数が０局となっている（図表－

海－８－４）。 
図表－海－８－４ 東海局管内におけるシステム別の無線局数の推移 

（無線局数） 平成22年度 平成25年度

当周波数帯の合計 3GHz帯船舶レーダー ASR（空港監視ﾚｰﾀﾞｰ）
実験試験局（ 2.7-

3.4GHz）

位置及び距離測定用

レーダー（船位計）
その他（ 2.7-3.4GHz）

平成 22年度 101 95 3 3 － －

平成 25年度 96 89 3 4 － －
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20 

40 

60 

80 

100 

120

*1　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

（３） 無線局に係る無線設備の利用状況等についての評価 

本調査については、ASR（空港監視レーダー）を対象として、固体化レーダーの導入

状況について評価を行った。 

「導入済み・導入中」が 100％となっている（図表－海－８－５）。


図表－海－８－５ 東海局管内における固体化レーダーの導入状況 

導入済み・導入中 3年以内に導入予定 3年超に導入予定 導入予定なし

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数  

当周波数帯の合計 100.0% 1 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0

ASR（空港監視ﾚｰﾀﾞｰ） 100.0% 1 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。 

*2  0.05％未満については、0.0％と表示している。

*3　当設問は複数回答を可としている。

（４） 総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

① ３GHz 帯船舶レーダー 

３GHz 帯船舶レーダーの無線局数は 89 局となっており、平成 22 年度調査時（95

局）と比較すると微減しているもののほぼ変化はない。 

船舶レーダーについては、従来よりマグネトロン（真空管増幅器）が使用されて

きたが、近年は、マグネトロンと比較して長寿命、不要発射の低減、周波数の安定

等のメリットがある固体素子（半導体素子）を使用するレーダーについては、平成

24 年７月に制度整備が行われており、周波数有効利用に資するものであるため、今
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後固体素子レーダーの普及が進むことが期待される。 

なお、船舶レーダーは３GHz 帯のほか９GHz 帯の周波数も割り当てられている。９

GHz 帯のシステムの無線局数は、平成 24 年度の電波の利用状況調査（3.4GHz 超）の

結果によると 3,897 局であり、３GHz 帯に比べると非常に多く利用されている。これ

は、９GHz 帯の設備は、３GHz 帯の設備より小型であること等から、船舶登録数の多

い漁船や小型船舶で多く利用されているためである。 

② ASR（空港監視レーダー） 

ASR の無線局数は３局となっており、平成 22 年度調査時（３局）と変化はない。

ASR は航空機の安全運行に資するためのものであり、その需要については、空港や航

空機の数が大幅に増減する等の変化がない限り、大きな状況の変化はないものと考

えられる。 

③ 位置及び距離測定用レーダー（船位計） 

位置及び距離測定用レーダーの無線局数は、平成 22 年度調査時から引き続き０局

となっている。位置及び距離測定用レーダーについては、９GHz 帯の周波数も割り当

てられているが、平成 24 年度の電波の利用状況調査（3.4GHz 超）の結果によると、

９GHz 帯のシステムも０局となっている。今後の需要動向を踏まえつつ、他のシステ

ムへの代替又は廃止を含めて検討することが必要である。 

（５）総合評価 

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、各システムの利用状況

や国際的な周波数割当てとの整合性等から判断すると、おおむね適切に利用されてい

ると言える。 

無線標定及び無線航行に利用される電波利用システムは国際的に使用周波数等が決

められていることから、他の周波数帯へ移行又は他の手段へ代替することは困難であ

り、無線局数の増減についても今後大きな状況の変化は見られないと考えられる。 

３GHz 帯船舶レーダーの固体素子化は周波数の有効利用に資するものであり、今後、

固体素子レーダーの普及が進んでいくことが望まれる。 

位置及び距離測定用レーダーについては、利用されていない状況であることから、

今後の需要も調査・分析し、廃止も含めて検討することが望ましい。 
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